
事業概要シート

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

5,313 千円

5,181 ≫千円

国庫支出金 3,263 千円
県支出金 0 千円
地方債 0 千円
その他 0 千円
一般財源 2,050 千円

担当課 福祉保健部保護課 課長 富永　彰

担当者 永井　秀和 問合せ先 0957-53-4111（内線160）

施策 0801 低所得者の生活支援
≪≫の金額　現年度当初・補正予算、前年度繰越額の合計
　　　　　　※補正予算要求時は今回の補正予算額を除く
　　　　　　※次年度予算要求時は次年度繰越額を除く

事業名 被保護者健康管理支援事業 現状維持 予算額

事業期間 令和3年度 ～ 財
源
内
訳

根拠法令
要綱等

生活困窮者自立支援法

　被保護者は、多くの健康上の課題を抱えているにもかかわらず、健康に向けた諸活動が低調であると考えら
れ、被保護者の特性を踏まえれば、医療と生活の両面から健康管理に対する支援を行うことが必要であり、早
期受診の勧奨や治療中断の解消を行うことは、被保護者の健康や生活の質の向上につながるだけでなく、医療
扶助費の適正化にもつながるものである。

　医療保険におけるデータヘルスを参考に、データに基づき生活習慣病の発症予防や重症化予防等の取り組み
を推進し、健康の保持増進により被保護者の自立を助長するため、嘱託保健師（看護師）を雇用し次の取り組
みを行う。(2021年1月から国の必須事業として実施）

　①レセプト管理システムのオプション機能を利用して、基本的な分析を実施し、被保護者の健康課題を把握
し、事業方針を策定する。事業方針に沿い、リスクに応じた階層化を行い、集団または個人への介入を実施す
る。
ア　健診受診勧奨
イ　医療機関受診勧奨
ウ　生活習慣病に関する保健指導・生活支援
エ　主治医と連携した保険指導・生活支援（重症化予防）
オ　頻回受診指導

　②必要に応じて医療機関受診勧奨やハイリスク者への保健指導を行う。

ア～エから選択し実施

※オは必須

生活保護

受給者

助言・指導

健康の保持・増進

適正受診の推進

保護課

調査・分析し

健康課題を把握

被保護者の

自立を助長

医療扶助費の増加

の抑制による適正

支払基金
レセプト情報の送付

国保けんこう課
健診情報の収集

ケースワーカー

による情報収集

医療機関

対象者
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【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

指標名 単位
Ｒ６
(実績)

Ｒ７
(計画)

Ｒ８
(計画)

Ｒ９
(計画)

Ｒ１０
(計画)

健診受診対象者 計画値 人 687 750 750 750 750

計画値

指標名 単位
Ｒ６
(実績)

Ｒ７
(計画)

Ｒ８
(計画)

Ｒ９
(計画)

Ｒ１０
(計画)

健診受診率 計画値 ％ 14.8 19.7 19.7 19.7 19.7

計画値

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ 合計
事業費 4,202 4,849 5,181 5,313 5,313 5,313 30,171

国庫支出金 3,073 3,750 3,885 3,263 3,263 3,263 20,497
県支出金 0
地方債 0
その他 0
一般財源 1,129 1,099 1,296 2,050 2,050 2,050 9,674
人件費 873 873 873 873 873 873 5,236
職員(人) 0.12人 0.12人 0.12人 0.12人 0.12人 0.12人 0.72人

時間外勤務(h) 0h 0h 0h 0h 0h 0h 0h
会計年度任用職員(人) 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人
フルコスト 5,075 5,722 6,054 6,186 6,186 6,186 35,407

妥当性
(市の関与)

法定受託事務である生活保護制度に付随して実施する事業であるので、市の関与は妥当であ
る。

有効性
(施策貢献度)

被保護者の約８割は何らかの疾病を抱えており、早期受診の勧奨や治療中断の解消を行うこ
とで、慢性化や重症化を防ぎ医療費の増加を抑制することにより、生活保護制度の安定的な
運営につながる。

効率性
(コスト)

必要最低限の経費で実施しており、削減の余地は無い。

1次評価 担当者意見のとおり

2次評価 1次評価意見のとおり


